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※１ 集計表中に使用した符号は次のとおりである。 

 「０」 ・・・・ 単位未満の数値 

 「－」 ・・・・ 該当数値がないもの 

 

 

 

 

 

 



別表１  企業活動への影響の有無 

影響あり
現在はないが，

今後影響が見込まれる
特に影響なし。

今後も影響ない見込み

74.0 12.2 13.8

農業，林業 100.0 ― ―

漁業 63.6 27.3 9.1

鉱業，採石業，砂利採取業 50.0 ― 50.0

建設業 54.9 28.3 16.8

製造業 81.2 11.6 7.2

電気・ガス・熱供給・水道業 66.7 ― 33.3

情報通信業 70.6 11.8 17.6

運輸業，郵便業 69.0 15.5 15.5

卸売業・小売業 80.1 8.0 11.9

金融業・保険業 71.0 13.2 15.8

不動産業，物品賃貸業 77.3 13.6 9.1

学術研究，専門・技術サービス業 59.5 21.4 19.1

宿泊業，飲食サービス業 92.6 3.3 4.1

生活関連サービス業・娯楽業 86.0 6.0 8.0

教育・学習支援業 74.5 7.9 17.6

医療・福祉 72.7 10.1 17.2

複合サービス事業 92.3 7.7 ―

サービス業（他に分類されないもの） 69.9 13.2 16.9

産
　
業
　
別

単位：％

区　　　分

企業活動への影響について

総　　　数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２  影響の内容 

売上・
受注の
停滞，
不振

資金
繰り

従業員の
雇用

（休業等の
勤務調整）

生産・
営業活
動の継

続

イベント
等の中
止・各
種キャ
ンセル

取引先
の再開・

確保

原材料
の調達・
仕入れ
の確保

在庫
過大

販売価
格の変

動

生産・
販売能
力の不

足

その他

83.7 26.1 21.7 11.3 32.5 6.3 9.9 4.9 6.2 3.0 9.0

農業，林業 66.7 ― ― ― 66.7 ― ― ― 100.0 66.7 33.3

漁業 100.0 33.3 ― ― ― ― ― 16.7 66.7 16.7 ―

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 100.0 100.0 50.0 ― ― ― ― ― ― ―

建設業 89.9 29.2 14.6 9.0 7.9 6.7 10.1 2.2 3.4 2.2 3.4

製造業 93.3 33.7 24.0 24.0 45.2 13.5 13.5 11.5 5.8 5.8 2.9

電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 ― ― ― 25.0 ― 25.0 ― ― 25.0 ―

情報通信業 100.0 33.3 25.0 33.3 41.7 33.3 ― ― ― ― ―

運輸業，郵便業 89.8 28.6 26.5 14.3 32.7 6.1 4.1 2.0 ― 2.0 4.1

卸売業・小売業 93.8 25.8 20.0 8.8 29.2 6.7 10.0 10.8 9.6 3.8 1.3

金融業・保険業 48.1 7.4 14.8 40.7 40.7 7.4 ― ― ― ― 18.5

不動産業，物品賃貸業 100.0 29.4 29.4 ― 29.4 5.9 ― 11.8 ― ― 5.9

学術研究，専門・技術サービス業 78.3 21.7 8.7 ― 21.7 17.4 8.7 ― 4.3 ― 17.4

宿泊業，飲食サービス業 95.5 53.6 44.6 15.2 34.8 1.8 3.6 5.4 13.4 5.4 1.8

生活関連サービス業・娯楽業 95.3 37.2 32.6 7.0 27.9 11.6 4.7 ― 4.7 ― 4.7

教育・学習支援業 21.6 5.4 13.5 13.5 59.5 ― 5.4 ― ― ― 45.9

医療・福祉 70.6 14.9 13.3 5.6 31.5 2.0 20.6 2.0 2.8 0.8 20.2

複合サービス事業 66.7 8.3 16.7 16.7 50.0 8.3 ― 8.3 33.3 16.7 ―

サービス業（他に分類されないもの） 84.4 23.1 24.5 10.2 38.1 7.5 3.4 0.7 3.4 2.0 8.8

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

影 響 の 内 容 に つ い て

総　　　数

 

※その他として 

・各種出張の中止，社内外のリモート会議の急増、感染予防備品の価格急騰など 

 

 

別表３  影響への対応策 

従業員の
雇用調整

運転資金
の借入・資

金繰り

休業，事業
の縮小，営
業の縮小

感染予防
対策の実

施

テレワー
ク・在宅勤

務

新規サービ
ス・顧客対

策

仕入・受
注調整

助成金等
の活用

経費削減 未対応 その他

22.3 31.2 20.1 63.9 9.5 9.8 16.6 37.6 42.6 3.7 4.1

農業，林業 ― ― ― 33.3 ― ― 66.7 33.3 33.3 ― ―

漁業 14.3 57.1 ― 71.4 ― 14.3 14.3 28.6 42.9 ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 50.0 50.0 100.0 ― 50.0 ― 50.0 50.0 ― 50.0

建設業 16.8 50.5 9.5 38.9 3.2 4.2 11.6 49.5 43.2 2.1 ―

製造業 25.7 38.5 21.1 52.3 16.5 6.4 17.4 40.4 48.6 4.6 1.8

電気・ガス・熱供給・水道業 ― 25.0 ― ― ― ― 25.0 ― 25.0 25.0 25.0

情報通信業 8.3 41.7 16.7 33.3 50.0 16.7 ― 50.0 50.0 ― ―

運輸業，郵便業 24.5 34.7 20.4 69.4 14.3 6.1 6.1 24.5 59.2 ― 4.1

卸売業・小売業 24.8 35.3 21.0 59.2 7.1 10.1 27.3 36.1 43.3 4.2 0.8

金融業・保険業 ― ― 36.4 68.2 54.5 22.7 ― ― 22.7 ― 4.5

不動産業，物品賃貸業 23.5 35.3 17.6 52.9 5.9 17.6 11.8 35.3 41.2 5.9 5.9

学術研究，専門・技術サービス業 4.3 39.1 4.3 52.2 21.7 17.4 4.3 39.1 52.2 ― 4.3

宿泊業，飲食サービス業 58.2 58.2 35.5 78.2 2.7 18.2 32.7 66.4 61.8 0.9 0.9

生活関連サービス業・娯楽業 39.5 48.8 37.2 74.4 7.0 2.3 7.0 53.5 48.8 ― 2.3

教育・学習支援業 5.3 ― 28.9 73.7 26.3 5.3 ― 15.8 7.9 2.6 31.6

医療・福祉 10.6 13.8 8.1 76.4 3.7 9.8 14.6 35.0 32.9 6.5 7.3

複合サービス事業 18.2 9.1 9.1 81.8 9.1 9.1 ― 36.4 36.4 ― ―

サービス業（他に分類されないもの） 18.9 20.3 28.4 62.2 11.5 8.8 10.1 24.3 41.9 4.1 3.4

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

影 響 へ の 対 応 策 に つ い て

総　　　数

 

※その他として 

・国等の指針に基づき対応，各種イベント等の延期など 



別表４  今後の影響 

売上・受
注の停

滞，不振

資金繰
り

従業員の
雇用（休
業等の勤
務調整）

生産・営
業活動の

継続

イベント等
の中止・
各種キャ
ンセル

取引先
の再開・

確保

原材料の
調達・仕
入れの確

保

在庫過
大

販売価
格の変

動

生産・販
売能力の

不足
その他

83.4 32.4 25.5 13.7 31.2 9.0 8.8 3.9 9.3 3.4 4.2

農業，林業 66.7 ― ― ― 66.7 ― 33.3 ― 100.0 33.3 ―

漁業 100.0 42.9 ― 14.3 ― 14.3 ― 14.3 57.1 28.6 ―

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 ― 50.0 ― ― ― ― ― ― ― ―

建設業 96.8 37.6 21.5 12.9 6.5 12.9 8.6 3.2 8.6 1.1 2.2

製造業 92.6 38.9 24.1 22.2 41.7 17.6 10.2 6.5 11.1 6.5 1.9

電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 ― 25.0 ― 25.0 ― ― ― 25.0 ― ―

情報通信業 100.0 41.7 33.3 25.0 33.3 41.7 8.3 ― ― ― ―

運輸業，郵便業 89.8 30.6 26.5 16.3 28.6 8.2 ― 2.0 6.1 2.0 4.1

卸売業・小売業 94.1 33.1 22.0 9.3 28.8 7.6 8.9 9.7 10.2 5.5 0.8

金融業・保険業 47.6 4.8 14.3 52.4 47.6 19.0 ― ― 9.5 9.5 ―

不動産業，物品賃貸業 82.4 35.3 17.6 ― 23.5 5.9 ― 5.9 5.9 ― ―

学術研究，専門・技術サービス業 84.0 36.0 28.0 8.0 20.0 12.0 8.0 ― 8.0 ― 8.0

宿泊業，飲食サービス業 91.6 61.7 51.4 19.6 32.7 2.8 5.6 4.7 17.8 3.7 0.9

生活関連サービス業・娯楽業 90.2 51.2 34.1 14.6 26.8 14.6 2.4 2.4 7.3 ― ―

教育・学習支援業 22.2 5.6 19.4 13.9 58.3 ― 2.8 ― 2.8 2.8 30.6

医療・福祉 69.0 22.6 21.3 10.9 29.7 4.6 18.4 1.3 3.3 1.3 9.6

複合サービス事業 66.7 ― 16.7 ― 58.3 8.3 ― ― 41.7 8.3 ―

サービス業（他に分類されないもの） 83.3 26.7 24.7 12.0 38.7 10.7 4.0 ― 8.0 2.7 2.7

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

今 後 懸 念 さ れ る 影 響 に つ い て

総　　　数

 
※その他として 

・社員の感染による業務停止，感染拡大時の授業日数の確保など 

 

 

別表５  回復時期の見込み 

すでに回復して
いる

3ヶ月以内 半年以内 1年以上かかる
回復の見込みが

つかない

9.8 3.6 12.6 43.1 30.9

農業，林業 ― ― ― 33.3 66.7

漁業 ― ― ― 50.0 50.0

鉱業，採石業，砂利採取業 ― 100.0 ― ― ―

建設業 12.9 4.3 18.3 43.0 21.5

製造業 5.6 5.6 19.4 46.3 23.1

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― 50.0 25.0 25.0

情報通信業 ― 16.7 8.3 58.3 16.7

運輸業，郵便業 4.1 2.0 4.1 40.8 49.0

卸売業・小売業 6.3 3.4 11.0 48.5 30.8

金融業・保険業 34.8 ― 17.4 26.1 21.7

不動産業，物品賃貸業 ― ― 35.3 41.2 23.5

学術研究，専門・技術サービス業 8.8 ― 13.0 39.1 39.1

宿泊業，飲食サービス業 8.3 2.8 5.5 55.0 28.4

生活関連サービス業・娯楽業 9.3 7.0 11.6 39.5 32.6

教育・学習支援業 22.2 2.8 11.1 36.1 27.8

医療・福祉 13.3 2.9 13.3 36.1 34.4

複合サービス事業 18.2 ― ― 45.4 36.4

サービス業（他に分類されないもの） 9.3 3.4 12.0 41.3 34.0

産
　
業
　
別

単位：％

区　　　分

影響から回復する時期の見込み

総　　　数

 



別表６  勤務形態 

時差出勤 時短勤務
在宅勤
務・テレ
ワーク

交代での
勤務

特別休暇
の導入

変形労働
時間制の
解約等

特に実施
していな

い
その他

13.0 18.8 11.1 14.8 15.7 0.6 55.1 3.2

農業，林業 ― ― ― ― ― ― 100.0 ―

漁業 ― 9.1 ― ― ― ― 90.9 ―

鉱業，採石業，砂利採取業 ― 25.0 ― 25.0 ― ― 75.0 ―

建設業 4.1 6.5 5.9 8.9 13.6 0.6 72.8 1.2

製造業 11.0 18.4 14.0 14.0 19.9 0.7 51.5 5.1

電気・ガス・熱供給・水道業 16.7 ― 16.7 ― ― ― 83.3 ―

情報通信業 37.5 ― 62.5 6.3 31.3 ― 37.5 ―

運輸業，郵便業 20.0 15.7 12.9 14.3 21.4 ― 55.7 2.9

卸売業・小売業 14.7 23.9 9.9 17.1 15.0 ― 49.5 2.7

金融業・保険業 34.2 23.7 44.7 28.9 28.9 ― 34.2 5.3

不動産業，物品賃貸業 9.1 13.6 22.7 31.8 4.5 ― 45.5 ―

学術研究，専門・技術サービス業 7.3 7.3 22.0 4.9 12.2 ― 63.4 2.4

宿泊業，飲食サービス業 18.8 47.0 3.4 33.3 17.9 2.6 26.5 ―

生活関連サービス業・娯楽業 4.5 40.9 4.5 25.0 11.4 ― 43.2 4.5

教育・学習支援業 25.5 35.3 43.1 25.5 25.5 2.0 25.5 3.9

医療・福祉 9.0 6.4 2.6 7.0 12.0 0.9 69.7 5.8

複合サービス事業 23.1 15.4 30.8 23.1 30.8 ― 53.8 7.7

サービス業（他に分類されないもの） 14.9 23.7 12.6 13.5 16.3 0.5 53.5 1.9

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

勤 務 形 態 に つ い て

総　　　数

 

※その他として 

・感染拡大地域への出張の自粛，時間外労働の削減など 

 

別表７  職場でのコロナ対策 

マスク着
用

定期的な
換気

こまめな手洗
い，手指消

毒

体温測定，
健康チェック

会議等の「３
密」の回避

オンライン
会議

特に実施
していな

い
その他

95.7 84.3 94.9 67.6 55.5 26.3 0.9 4.8

農業，林業 66.7 66.7 33.3 ― ― ― 33.3 ―

漁業 72.7 63.6 63.6 ― 45.5 9.1 ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 75.0 100.0 75.0 25.0 ― ― ―

建設業 87.1 69.6 89.5 49.7 39.2 12.3 2.3 1.8

製造業 92.7 75.9 93.4 67.2 48.2 27.7 2.2 5.1

電気・ガス・熱供給・水道業 83.3 50.0 83.3 33.3 16.7 16.7 ― 16.7

情報通信業 81.3 81.3 100.0 43.8 75.0 62.5 ― 6.3

運輸業，郵便業 97.2 84.5 94.4 70.4 56.3 32.4 1.4 1.4

卸売業・小売業 97.7 78.4 95.3 58.1 53.2 32.6 ― 3.0

金融業・保険業 100.0 89.5 97.4 71.1 76.3 76.3 ― 10.5

不動産業，物品賃貸業 100.0 86.4 90.9 45.5 50.0 40.9 ― 9.1

学術研究，専門・技術サービス業 92.9 78.6 90.5 31.0 42.9 14.3 ― 4.8

宿泊業，飲食サービス業 96.6 92.4 98.3 75.6 39.5 9.2 ― 3.4

生活関連サービス業・娯楽業 97.8 82.6 93.5 76.1 32.6 21.7 2.2 6.5

教育・学習支援業 98.0 96.1 96.1 80.4 88.2 45.1 ― 7.8

医療・福祉 98.8 96.0 98.3 91.9 66.6 22.5 0.9 7.8

複合サービス事業 100.0 92.3 84.6 61.5 69.2 30.8 7.7 15.4

サービス業（他に分類されないもの） 96.3 86.2 96.3 61.8 64.1 28.6 0.5 3.2

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

職 場 で の コ ロ ナ 対 策 に つ い て

総　　　数

 

※その他として 

・定期的な職場の消毒，コロナ対策の学習会など 



別表８  テレワーク導入の有無 

実施した
（している）

実施していない

10.5 89.5

農業，林業 ― 100.0

漁業 ― 100.0

鉱業，採石業，砂利採取業 ― 100.0

建設業 5.3 94.7

製造業 14.0 86.0

電気・ガス・熱供給・水道業 16.7 83.3

情報通信業 68.7 31.3

運輸業，郵便業 8.5 91.5

卸売業・小売業 9.9 90.1

金融業・保険業 39.5 60.5

不動産業，物品賃貸業 22.7 77.3

学術研究，専門・技術サービス業 14.3 85.7

宿泊業，飲食サービス業 3.5 96.5

生活関連サービス業・娯楽業 6.5 93.5

教育・学習支援業 31.4 68.6

医療・福祉 4.7 95.3

複合サービス事業 23.1 76.9

サービス業（他に分類されないもの） 11.5 88.5

産
　
業
　
別

単位：％

区　　　分

テレワークの導入について

総　　　数

 

 



別表９  テレワーク導入の効果 

感染症拡大
の防止（従業
員が安心し
て仕事がで

きる）

生産性の
向上

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの促

進

オフィスコ
ストの削減

特にない その他

88.0 7.8 18.1 6.6 5.4 4.8

農業，林業 ― ― ― ― ― ―

漁業 ― ― ― ― ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 ― ― ― ― ― ―

建設業 77.8 ― 22.2 ― ― 22.2

製造業 94.4 5.6 27.8 ― 5.6 ―

電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 ― ― ― ― ―

情報通信業 100.0 ― 36.4 9.1 ― ―

運輸業，郵便業 83.3 ― 16.7 33.3 16.7 ―

卸売業・小売業 82.8 10.3 13.8 10.3 6.9 3.4

金融業・保険業 100.0 26.7 26.7 13.3 ― ―

不動産業，物品賃貸業 80.0 ― ― ― 20.0 ―

学術研究，専門・技術サービス業 100.0 ― 16.7 ― ― ―

宿泊業，飲食サービス業 60.0 40.0 40.0 ― ― ―

生活関連サービス業・娯楽業 66.7 ― 33.3 33.3 ― 33.3

教育・学習支援業 93.8 ― 6.3 12.5 6.3 6.3

医療・福祉 87.5 ― 12.5 ― ― 12.5

複合サービス事業 100.0 ― ― ― ― ―

サービス業（他に分類されないもの） 82.6 13.0 13.0 ― 13.0 4.3

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

テレワーク導入による効果について

総　　　数

 

※その他として 

・授業日数の確保，妊婦への配慮など 

 



別表１０  テレワーク導入の課題 

テレワーク
の導入の
仕方が分
からない

環境整備
のコスト負

担

社員により
就業環境
が異なる

労働時間の
管理，労務
管理規定の

整備

コミュニ
ケーション
の減少に
つながる

その他

5.2 19.6 39.2 14.3 10.3 52.8

農業，林業 ― 50.0 ― ― ― 50.0

漁業 ― ― 11.1 ― ― 88.9

鉱業，採石業，砂利採取業 ― 25.0 50.0 ― ― 75.0

建設業 7.0 12.0 57.0 12.7 9.2 36.6

製造業 4.2 16.1 43.2 20.3 12.7 50.0

電気・ガス・熱供給・水道業 33.3 16.7 50.0 ― 16.7 16.7

情報通信業 ― 46.2 53.8 30.8 38.5 15.4

運輸業，郵便業 9.8 24.6 67.2 8.2 4.9 36.1

卸売業・小売業 5.3 23.4 36.5 12.3 10.7 51.2

金融業・保険業 7.1 39.3 39.3 39.3 35.7 32.1

不動産業，物品賃貸業 4.8 14.3 57.1 23.8 14.3 33.3

学術研究，専門・技術サービス業 5.4 32.4 48.6 18.9 21.6 32.4

宿泊業，飲食サービス業 4.9 8.6 38.3 4.9 ― 63.0

生活関連サービス業・娯楽業 5.9 2.9 29.4 11.8 8.8 64.7

教育・学習支援業 4.8 26.2 26.2 14.3 14.3 45.2

医療・福祉 2.1 14.7 23.8 9.4 6.6 74.8

複合サービス事業 9.1 36.4 63.6 36.4 9.1 27.3

サービス業（他に分類されないもの） 6.7 28.1 41.0 21.9 12.4 48.3

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

テレワークを導入した際に課題となったものまたは導入できない理由
について

総　　　数

 

※その他として 

・テレワークに適した業務がない 

・業種的にテレワークできない 

・テレワークをしていない社員の負担増など 

 



別表１１  テレワーク導入に必要な支援 

必要機器の
購入補助

ネットワーク
関係の専門
家相談支援

労務管理
の専門家
相談支援

その他

83.4 32.0 26.8 4.4

農業，林業 100.0 ― ― ―

漁業 100.0 50.0 ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 66.7 ― ― 33.3

建設業 84.8 41.8 30.4 ―

製造業 83.9 29.0 27.4 4.8

電気・ガス・熱供給・水道業 80.0 20.0 20.0 ―

情報通信業 81.8 18.2 27.3 ―

運輸業，郵便業 87.9 21.2 30.3 3.0

卸売業・小売業 80.1 33.8 27.2 5.1

金融業・保険業 84.0 24.0 20.0 ―

不動産業，物品賃貸業 92.9 35.7 35.7 ―

学術研究，専門・技術サービス業 88.5 30.8 23.1 3.8

宿泊業，飲食サービス業 78.6 28.6 21.4 10.7

生活関連サービス業・娯楽業 69.2 38.5 30.8 ―

教育・学習支援業 83.9 22.6 16.1 6.5

医療・福祉 85.9 30.2 23.5 4.7

複合サービス事業 80.0 40.0 40.0 ―

サービス業（他に分類されないもの） 82.4 37.0 33.3 6.5

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

テレワーク導入に必要な支援について

総　　　数

 

※その他として 

・法律の改正 

・地域のネット環境の充実 

・テレワークのための自宅改修工事費用の補助など 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１２  現在の労働力と今後の採用 

充足 不足 過剰気味
例年どおり

採用

人材がいれ
ば

随時採用

欠員があれ
ば

補充採用

採用予定
なし

59.2 34.4 6.4 4.1 32.6 34.1 29.2

農業，林業 33.4 33.3 33.3 33.3 33.4 ― 33.3

漁業 63.6 18.2 18.2 ― 18.2 18.2 63.6

鉱業，採石業，砂利採取業 50.0 25.0 25.0 ― 25.0 50.0 25.0

建設業 37.8 59.3 2.9 4.7 63.5 16.5 15.3

製造業 60.7 31.1 8.2 3.0 31.3 28.4 37.3

電気・ガス・熱供給・水道業 66.7 33.3 ― ― 33.3 33.4 33.3

情報通信業 58.8 29.4 11.8 17.6 41.2 17.6 23.6

運輸業，郵便業 52.9 42.6 4.5 6.3 32.8 37.5 23.4

卸売業・小売業 65.8 25.5 8.7 5.1 22.3 36.8 35.8

金融業・保険業 75.7 24.3 ― 5.5 35.1 21.6 37.8

不動産業，物品賃貸業 77.3 9.1 13.6 ― 22.7 50.0 27.3

学術研究，専門・技術サービス業 56.1 41.5 2.4 2.5 40.0 32.5 25.0

宿泊業，飲食サービス業 75.2 14.5 10.3 2.5 16.9 47.5 33.1

生活関連サービス業・娯楽業 54.0 30.0 16.0 2.0 22.0 36.0 40.0

教育・学習支援業 58.8 39.2 2.0 2.0 27.5 43.0 27.5

医療・福祉 56.8 39.5 3.7 3.5 38.4 35.8 22.3

複合サービス事業 75.0 25.0 ― 8.3 16.7 33.3 41.7

サービス業（他に分類されないもの） 60.1 33.9 6.0 4.1 26.5 37.4 32.0

総　　　数

産
　
業
　
別

単位：％

区　　　分

現 在 の 労 働 力 今 後 の 採 用

 

 



別表１３  新規学卒者（令和２年度新卒）の採用状況 

計

男女 男 女 計 男 女 計 男 女 計

18.5 (911) (236) (137) (373) (122) (159) (281) (156) (101) (257)

農業，林業 50.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

漁業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

建設業 27.5 (89) (58) (5) (63) (16) (1) (17) (8) (1) (9)

製造業 22.7 (88) (45) (15) (60) (9) (3) (12) (14) (2) (16)

電気・ガス・熱供給・水道業 33.3 (4) (4) ― (4) ― ― ― ― ― ―

情報通信業 26.7 (28) (6) (3) (9) (5) (3) (8) (6) (5) (11)

運輸業，郵便業 11.1 (10) (7) (1) (8) ― ― ― (2) ― (2)

卸売業・小売業 12.9 (146) (34) (39) (73) (13) (9) (22) (39) (12) (51)

金融業・保険業 17.9 (81) ― ― ― ― ― ― (43) (38) (81)

不動産業，物品賃貸業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

学術研究，専門・技術サービス業 19.4 (14) (6) ― (6) (3) (4) (7) (1) ― (1)

宿泊業，飲食サービス業 5.0 (17) (5) (6) (11) (2) (2) (4) (1) (1) (2)

生活関連サービス業・娯楽業 17.8 (18) (2) (4) (6) (3) (9) (12) ― ― ―

教育・学習支援業 19.0 (16) ― ― ― (1) (11) (12) (2) (2) (4)

医療・福祉 25.3 (347) (49) (60) (109) (54) (111) (165) (35) (38) (73)

複合サービス事業 36.4 (7) (1) ― (1) ― ― ― (4) (2) (6)

サービス業（他に分類されないもの） 15.1 (46) (19) (4) (23) (16) (6) (22) (1) ― (1)

総　　　数

産
　
業
　
別

単位：％，（　　）：人

区　　　分 高 校 卒 短大・専門学校卒 大 学 卒

新規学卒者（令和２年度新卒）を採用予定の事業所

 

 

別表１４  新規学卒者（令和２年度新卒）を採用しない理由 

計
新型コロナウイル
ス感染症の影響に

よる業績不振

即戦力がほ
しい

採用条件に
合わない

現員で充足し
ている

その他

81.5 (8.8) (23.5) (5.2) (59.2) (8.0)

農業，林業 50.0 ― (50.0) ― (50.0) ―

漁業 100.0 (14.3) ― ― (71.4) (14.3)

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 ― (50.0) ― (50.0) ―

建設業 72.5 (3.8) (51.4) (8.6) (39.0) (3.8)

製造業 77.3 (13.1) (23.8) (1.2) (63.1) (6.0)

電気・ガス・熱供給・水道業 66.7 ― ― ― (66.7) (33.3)

情報通信業 73.3 (20.0) (10.0) ― (50.0) (30.0)

運輸業，郵便業 88.9 (11.6) (30.2) (7.0) (37.2) (16.3)

卸売業・小売業 87.1 (13.6) (17.1) (5.0) (60.3) (8.0)

金融業・保険業 82.1 ― (9.5) (9.5) (66.7) (14.3)

不動産業，物品賃貸業 100.0 (15.0) (25.0) (5.0) (60.0) ―

学術研究，専門・技術サービス業 80.6 (3.7) (14.8) (7.4) (66.7) (7.4)

宿泊業，飲食サービス業 95.0 (18.9) (12.2) (6.8) (64.9) (6.8)

生活関連サービス業・娯楽業 82.2 (14.3) (14.3) (2.9) (68.6) (8.6)

教育・学習支援業 81.0 (3.4) (24.1) (13.8) (55.2) (3.4)

医療・福祉 74.7 (2.4) (22.6) (4.2) (65.1) (8.5)

複合サービス事業 63.6 ― (16.7) ― (50.0) (33.3)

サービス業（他に分類されないもの） 84.9 (8.0) (24.1) (4.4) (62.0) (7.3)

注）　複数回答あり

単位：％

新規学卒者（令和２年度新卒）を採用しない予定の事業所

産
　
業
　
別

区　　　分

総　　　数

 

※その他として 

・募集したが応募がなかった，アルバイトのみの雇用状況のためなど 



別表１５  新規学卒者（令和３年度新卒）の採用予定 

計 高　校　卒
短大・専門

学校卒
大　学　卒

10.7 (252) (217) (130)

農業，林業 33.3 (1) ― ―

漁業 ― ― ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 ― ― ― ―

建設業 19.4 (59) (15) (17)

製造業 13.6 (33) (4) (9)

電気・ガス・熱供給・水道業 16.7 (1) ― ―

情報通信業 29.4 (9) (8) (13)

運輸業，郵便業 2.8 (3) (2) ―

卸売業・小売業 5.9 (27) (21) (24)

金融業・保険業 5.1 ― ― (3)

不動産業，物品賃貸業 ― ― ― ―

学術研究，専門・技術サービス業 14.3 (7) (4) (1)

宿泊業，飲食サービス業 2.4 (12) (4) (2)

生活関連サービス業・娯楽業 14.0 (3) (12) ―

教育・学習支援業 7.8 ― (7) ―

医療・福祉 14.0 (82) (110) (52)

複合サービス事業 7.7 ― ― (3)

サービス業（他に分類されないもの） 10.8 (15) (30) (6)

総　　　数

産
　
業
　
別

単位：％，（　　）：人

区　　　分

新規学卒者（令和３年度新卒）の採用予定

 

 



別表１６  今後の採用活動 

１　民間就
職サイト（マ
イナビ・リク
ナビ等）を

活用

２　自社の
webサイトで
情報発信，
web説明

会・面談を
実施

３　１･２によ
る採用を行
いたいが，
経費やＩＴ
環境の整
備面等で
未実施

４　今後も
webを用い
ない形態で
の採用活
動を行う

41.2 20.4 8.2 41.6

農業，林業 ― ― ― 100.0

漁業 ― ― 40.0 60.0

鉱業，採石業，砂利採取業 25.0 ― 25.0 75.0

建設業 35.3 13.3 12.0 46.7

製造業 41.4 11.7 8.1 46.8

電気・ガス・熱供給・水道業 40.0 20.0 20.0 40.0

情報通信業 42.9 50.0 14.3 21.4

運輸業，郵便業 56.4 16.4 5.5 32.7

卸売業・小売業 51.7 29.3 4.7 31.0

金融業・保険業 48.5 45.5 9.1 18.2

不動産業，物品賃貸業 31.6 21.1 10.5 42.1

学術研究，専門・技術サービス業 31.4 11.4 14.3 45.7

宿泊業，飲食サービス業 57.5 12.5 6.3 31.3

生活関連サービス業・娯楽業 46.2 15.4 5.1 41.0

教育・学習支援業 11.9 35.7 4.8 50.0

医療・福祉 36.2 17.8 8.1 49.5

複合サービス事業 66.7 22.2 ― 22.2

サービス業（他に分類されないもの） 36.1 23.1 9.5 44.4

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

今後の採用活動（新卒および中途採用）
について

総　　　数

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１７  事業所向け支援策で知っているもの 

資金繰り
支援（融
資・貸付）

持続化給
付金（国）

家賃支援
給付金
（国）

設備投
資・販路
開拓支援

制度

経営相談
支援

休業協
力・感染リ
スク低減
支援金
（道）

函館市事
業者等特
別支援金

（市）

新しい生
活様式普
及協力支
援金（市）

新しい生
活様式対
応店舗等
改修補助
金（市）

雇用調整
助成金，
緊急雇用
安定助成
金（国）

雇用調整
助成金等
申請費用
補助金
（市）

税や国民健
康保険料，
厚生年金保
険料，公共

料金等
の支払い猶

予制度

その他

75.5 77.8 58.2 16.8 16.7 32.3 44.0 29.0 23.7 56.2 32.4 57.0 3.0

農業，林業 100.0 100.0 50.0 50.0 ― ― ― ― ― 50.0 ― 50.0 ―

漁業 63.6 90.9 54.5 ― 18.2 36.4 18.2 18.2 18.2 9.1 9.1 63.6 ―

鉱業，採石業，砂利採取業 100.0 75.0 50.0 ― ― 25.0 50.0 ― ― 50.0 ― 75.0 ―

建設業 84.7 84.0 58.9 12.3 20.2 22.1 37.4 20.9 18.4 53.4 31.3 59.5 1.8

製造業 84.8 85.6 57.6 24.8 16.8 36.8 43.2 40.0 25.6 71.2 48.8 56.0 0.8

電気・ガス・熱供給・水道業 50.0 50.0 50.0 ― ― 16.7 33.3 16.7 33.3 33.3 16.7 50.0 ―

情報通信業 75.0 87.5 62.5 12.5 31.3 37.5 43.8 43.8 37.5 75.0 25.0 62.5 12.5

運輸業，郵便業 88.3 71.7 61.7 11.7 21.7 33.3 56.7 28.3 16.7 61.7 38.3 71.7 1.7

卸売業・小売業 74.1 74.5 55.8 13.5 11.3 26.6 39.1 36.5 28.1 51.8 26.3 48.2 1.8

金融業・保険業 75.0 78.1 59.4 18.8 12.5 25.0 25.0 15.6 21.9 68.8 37.5 62.5 ―

不動産業，物品賃貸業 86.4 90.9 100.0 13.6 9.1 45.5 54.5 45.5 40.9 63.6 40.9 54.5 ―

学術研究，専門・技術サービス業 76.9 71.8 51.3 17.9 20.5 38.5 43.6 23.1 17.9 48.7 20.5 48.7 5.1

宿泊業，飲食サービス業 86.3 88.9 72.6 23.9 17.9 58.1 70.1 38.5 35.9 72.6 47.0 65.8 1.7

生活関連サービス業・娯楽業 76.6 85.1 76.6 14.9 12.8 46.8 42.6 40.4 34.0 76.6 34.0 66.0 ―

教育・学習支援業 56.5 76.1 50.0 10.9 13.0 39.1 50.0 21.7 21.7 50.0 21.7 54.3 4.3

医療・福祉 65.6 68.6 47.8 17.4 15.1 27.8 40.1 20.1 17.1 46.5 27.8 55.2 7.7

複合サービス事業 33.3 83.3 58.3 33.3 25.0 25.0 33.3 25.0 16.7 50.0 25.0 41.7 ―

サービス業（他に分類されないもの） 75.0 78.6 62.0 19.3 23.4 31.3 47.4 27.6 23.4 56.3 34.4 60.4 1.6

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

事 業 所 向 け の 支 援 策 に つ い て

総　　　数

 

※その他として 

・小学校休業等対応助成金，新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金など 

 

 

別表１８  活用した支援策 

資金繰り
支援（融
資・貸付）

持続化給
付金（国）

家賃支援
給付金
（国）

設備投
資・販路
開拓支援

制度

経営相談
支援

休業協
力・感染リ
スク低減
支援金
（道）

函館市事
業者等特
別支援金

（市）

新しい生
活様式普
及協力支
援金（市）

新しい生
活様式対
応店舗等
改修補助
金（市）

雇用調整
助成金，
緊急雇用
安定助成
金（国）

雇用調整
助成金等
申請費用
補助金
（市）

税や国民健
康保険料，
厚生年金保
険料，公共

料金等
の支払い猶

予制度

その他

50.7 44.9 10.7 1.8 1.4 12.7 16.0 14.5 3.6 27.4 7.5 5.9 8.9

農業，林業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

漁業 25.0 75.0 ― ― ― ― ― 25.0 ― ― ― ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 ― 66.7 33.3 ― ― 33.3 ― ― ― 33.3 ― 33.3 ―

建設業 66.1 66.1 4.6 ― ― 4.6 1.8 0.9 ― 10.1 5.5 3.7 0.9

製造業 61.5 51.6 4.4 1.1 ― 3.3 8.8 23.1 1.1 35.2 14.3 4.4 1.1

電気・ガス・熱供給・水道業 50.0 50.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

情報通信業 55.6 33.3 22.2 ― ― ― ― ― ― 22.2 ― ― 11.1

運輸業，郵便業 71.0 41.9 12.9 ― ― 9.7 35.5 9.7 ― 25.8 9.7 32.3 6.5

卸売業・小売業 52.0 34.9 9.7 1.7 ― 5.7 12.0 30.9 3.4 25.7 6.9 3.4 4.6

金融業・保険業 25.0 12.5 ― ― ― ― ― ― 25.0 37.5 12.5 ― 25.0

不動産業，物品賃貸業 64.3 50.0 21.4 7.1 ― 7.1 7.1 7.1 21.4 42.9 21.4 7.1 ―

学術研究，専門・技術サービス業 34.8 43.5 8.7 ― 4.3 8.7 8.7 4.3 ― 13.0 8.7 4.3 13.0

宿泊業，飲食サービス業 58.3 71.8 25.2 1.0 1.9 50.5 54.4 12.6 9.7 49.5 9.7 9.7 1.9

生活関連サービス業・娯楽業 51.3 38.5 23.1 ― ― 25.6 10.3 28.2 10.3 48.7 5.1 5.1 ―

教育・学習支援業 ― 50.0 ― ― 6.3 37.5 25.0 ― 6.3 6.3 ― ― 31.3

医療・福祉 30.5 12.7 0.8 5.9 5.1 3.4 11.9 4.2 0.8 9.3 5.1 2.5 39.8

複合サービス事業 40.0 60.0 20.0 20.0 ― ― 20.0 ― ― 20.0 ― ― ―

サービス業（他に分類されないもの） 44.7 47.1 16.5 1.2 2.4 10.6 11.8 11.8 2.4 41.2 5.9 8.2 2.4

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

実 際 に 活 用 し た 支 援 策 に つ い て

総　　　数

 

※その他として 

・働き方改革推進支援助成金（テレワークコース），ＩＴ導入補助金など 

 



別表１９  今後期待する公的支援策 

融資の拡
充

売上減少
への補填

税や保険
料，公共
料金等の
支払い猶
予や分納

固定費へ
の補填
（家賃補
助含む）

衛生用品
の支給

支援策な
どの情報
の提供

設備投資
への支援

人材確保
への支援
（合同説
明会の開
催など）

イベント開
催等消
費・需要
の拡大

販路開拓
への支援

現時点で
は思いつ
かない

その他

21.5 43.0 20.3 18.3 31.9 25.6 22.5 8.4 10.3 4.7 14.2 2.4

農業，林業 33.3 ― ― ― ― ― 33.3 33.3 ― ― 33.3 ―

漁業 33.3 77.8 44.4 22.2 ― 11.1 11.1 22.2 ― 11.1 ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 33.3 66.7 33.3 33.3 33.3 66.7 33.3 ― ― 33.3 33.3 ―

建設業 29.4 41.3 26.9 11.9 9.4 24.4 18.8 13.8 2.5 1.9 15.6 1.9

製造業 34.7 51.7 22.0 21.2 16.1 27.1 27.1 4.2 18.6 9.3 13.6 2.5

電気・ガス・熱供給・水道業 16.7 ― ― ― 16.7 33.3 ― 16.7 33.3 ― 33.3 ―

情報通信業 21.4 35.7 21.4 14.3 ― 28.6 21.4 7.1 7.1 ― 21.4 7.1

運輸業，郵便業 31.5 50.0 33.3 22.2 27.8 24.1 24.1 5.6 18.5 1.9 16.7 1.9

卸売業・小売業 24.8 49.3 18.1 20.7 22.2 23.7 19.6 5.6 13.7 8.5 14.4 2.6

金融業・保険業 22.6 35.5 16.1 22.6 32.3 19.4 12.9 ― 9.7 3.2 19.4 ―

不動産業，物品賃貸業 23.8 38.1 4.8 23.8 19.0 23.8 28.6 ― 28.6 ― 14.3 ―

学術研究，専門・技術サービス業 29.0 38.7 45.2 9.7 9.7 22.6 19.4 25.8 3.2 3.2 6.5 ―

宿泊業，飲食サービス業 21.6 69.4 33.3 45.9 19.8 20.7 22.5 4.5 18.0 7.2 11.7 2.7

生活関連サービス業・娯楽業 25.5 55.3 19.1 29.8 12.8 29.8 17.0 4.3 8.5 6.4 21.3 2.1

教育・学習支援業 2.2 11.1 4.4 11.1 60.0 26.7 26.7 4.4 2.2 4.4 11.1 4.4

医療・福祉 11.0 29.7 12.6 8.5 64.4 28.7 32.5 14.8 3.5 1.6 10.1 2.5

複合サービス事業 9.1 36.4 9.1 18.2 27.3 36.4 18.2 ― 9.1 18.2 45.5 ―

サービス業（他に分類されないもの） 18.6 43.1 20.7 17.0 36.7 26.6 12.8 3.7 13.3 2.7 17.0 2.7

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

今 後 ， 期 待 す る 公 的 支 援 策 に つ い て

総　　　数

 

※その他として 

・免税および減税，ＰＣＲ検査体制の充実，公共工事の増加発注など 

 

 

 

 

 

 



別表２０  ひとり親家庭の父母の雇用状況の有無 

過去に雇用したこ
とはあるが，現在
は雇用していない

これまで雇用した
ことはない

38.2 (1314) 29.8 32.0

農業，林業 ― （0） ― 100.0

漁業 ― （0） 22.2 77.8

鉱業，採石業，砂利採取業 ― （0） ― 100.0

建設業 24.7 （50） 22.9 52.4

製造業 34.9 （75） 36.4 28.7

電気・ガス・熱供給・水道業 ― （0） 60.0 40.0

情報通信業 26.7 （9） 33.3 40.0

運輸業，郵便業 40.6 （45） 26.6 32.8

卸売業・小売業 33.6 （160） 31.8 34.6

金融業・保険業 60.0 （40） 20.0 20.0

不動産業，物品賃貸業 28.6 （14） 33.3 38.1

学術研究，専門・技術サービス業 26.3 （11） 34.2 39.5

宿泊業，飲食サービス業 29.6 （57） 45.4 25.0

生活関連サービス業・娯楽業 31.9 （32） 36.2 31.9

教育・学習支援業 47.8 （38） 30.4 21.8

医療・福祉 63.5 （695） 25.7 10.8

複合サービス事業 27.3 （3） 27.3 45.4

サービス業（他に分類されないもの） 24.8 （85） 27.6 47.6

産
　
業
　
別

現在雇用している

単位：％，（　　）：人

区　　　分

 ひとり親家庭の父母の雇用状況について

総　　　数

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２１  ひとり親家庭の父母の今後の雇用予定 

ある ない 検討中

28.5 38.0 33.5

農業，林業 ― 100.0 ―

漁業 ― 62.5 37.5

鉱業，採石業，砂利採取業 ― 75.0 25.0

建設業 20.0 37.6 42.4

製造業 24.6 32.3 43.1

電気・ガス・熱供給・水道業 20.0 20.0 60.0

情報通信業 26.7 40.0 33.3

運輸業，郵便業 18.0 54.1 27.9

卸売業・小売業 23.9 39.6 36.5

金融業・保険業 39.3 28.6 32.1

不動産業，物品賃貸業 36.4 40.9 22.7

学術研究，専門・技術サービス業 15.4 48.7 35.9

宿泊業，飲食サービス業 28.2 30.0 41.8

生活関連サービス業・娯楽業 21.3 42.5 36.2

教育・学習支援業 21.7 52.2 26.1

医療・福祉 43.1 31.0 25.9

複合サービス事業 20.0 50.0 30.0

サービス業（他に分類されないもの） 30.1 42.2 27.7

産
　
業
　
別

単位：％

区　　　分

今後，ひとり親家庭の父母を雇用する予定

総　　　数

 

 



別表２２  ひとり親家庭の父母の雇用拡大のための支援策 

相談支援
体制の充

実

資格取得
支援制度
の充実

各種助成
金制度の

充実

子どもを預
けられる制
度の充実

保育所等
の優先入

所

公営住宅
への優先

入所

税控除等
の充実

その他

27.4 18.7 45.0 75.7 57.8 22.8 29.4 1.4

農業，林業 66.7 ― ― 100.0 100.0 66.7 33.3 ―

漁業 12.5 ― 37.5 50.0 50.0 12.5 50.0 ―

鉱業，採石業，砂利採取業 25.0 ― 50.0 75.0 50.0 25.0 25.0 ―

建設業 20.1 27.0 44.0 73.6 57.9 25.8 29.6 1.9

製造業 30.8 14.2 50.8 68.3 50.8 20.0 36.7 1.7

電気・ガス・熱供給・水道業 33.3 ― 50.0 50.0 50.0 16.7 50.0 ―

情報通信業 20.0 13.3 40.0 86.7 60.0 20.0 26.7 13.3

運輸業，郵便業 21.6 19.6 49.0 74.5 45.1 21.6 29.4 ―

卸売業・小売業 28.1 11.2 41.2 75.3 64.0 21.3 28.1 1.1

金融業・保険業 22.6 9.7 38.7 80.6 64.5 32.3 16.1 3.2

不動産業，物品賃貸業 27.3 9.1 50.0 90.9 63.6 13.6 13.6 ―

学術研究，専門・技術サービス業 16.7 36.1 50.0 72.2 47.2 36.1 33.3 ―

宿泊業，飲食サービス業 25.7 8.6 48.6 73.3 51.4 22.9 31.4 ―

生活関連サービス業・娯楽業 27.9 16.3 51.2 81.4 69.8 16.3 30.2 ―

教育・学習支援業 22.7 27.3 34.1 84.1 50.0 20.5 18.2 2.3

医療・福祉 30.8 27.4 44.5 79.4 58.9 19.9 24.6 1.2

複合サービス事業 20.0 ― 30.0 70.0 50.0 30.0 20.0 ―

サービス業（他に分類されないもの） 31.8 16.9 47.7 73.8 58.5 28.2 38.5 2.1

産
　
業
　
別

注）　複数回答あり

単位：％

区　　　分

ひ と り 親 家 庭 の 父 母 の 雇 用 拡 大 に 必 要 な 支 援

総　　　数

 

※その他として 

・ひとり親家庭の父母の就職斡旋 

・保育所等の時間延長や病児保育所を増やす 

・求人票でひとり親等にこだわらず採用する旨の表示 

・ひとり親かどうかを意識して選考していないなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


